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毎年のように取り組む「キャンペーン報道」のう
ち，世論の動向を左右したり，社会に大きな影
響を与えたり，人々の記憶に残っているケース
は，枚挙にいとまない。

ところが後に詳しく見るように，「キャンペー
ン報道」を正面から分析対象として取り上げる
ような研究は，この20年近くほとんど行われて
いない。確かに「キャンペーン報道」一般が，
どのような性格のものであり，それがどのような
意義や可能性を持つのか等については，1960
～ 90年代までのあいだに多くの研究者によっ
て様々な研究が蓄積され，論じ尽くされた感も
ある。しかし，2000年代以降，インターネット
や携帯電話の普及，メディアのデジタル化の進
展を背景に，メディア環境は以前とは比較にな
らないほど複雑化・多層化し，それに伴って読
者・視聴者のメディア接触行動，情報行動も急
速に変容してきた。そうした結果，「キャンペー
ン報道」の存在意義や方法論も大きく変化せざ
るを得なくなっている。

本稿の目的は，テレビや新聞といった既存メ
ディアの社会的影響力の相対的縮小や読者・
視聴者の情報に対する能動性・双方向性の拡
大等を特徴とする現代のメディア環境を前提に
したうえで，「キャンペーン報道」が，どのよう

1．はじめに

報道の世界において，「キャンペーン報道」
（「プレス・キャンペーン」とも表記）が占める割
合は，かつても今も決して少なくない。この原
稿を書いている今日の朝刊（2012年3月18日）
でも，毎日新聞社会面では，「海外難民救援
キャンペーン　ゼロからの出発―南スーダンか
ら」が始まった。2011年10月3日から始まった
原発事故の暗部を抉る朝日新聞特別報道部の

「プロメテウスの罠」は，今もシリーズが続いて
いる。これらはキャンペーンであり，調査報道
でもある。テレビ報道の世界でも，NHK福岡
を中心に九州全局で，幼児3人の命を奪った福
岡海の中道大橋事故以降，「飲酒運転撲滅キャ
ンペーン報道」が，実に2006年9月以来5年余
りにわたって展開中である。

ここ数年を振り返ってみても「笑顔のままで
　認知症―長寿社会」（2010年度・信濃毎日新
聞社），「無保険の子救済キャンペーン」（2009
年度・毎日新聞・大阪本社），「ワーキングプ
ア」（2007年度・NHK），「検証　水俣病50年」

（2006年度・西日本新聞）などのキャンペーン
が，新聞協会賞を受賞している。特段「新聞
協会賞」にこだわることなく，テレビ，新聞が

インターネット時代の
「キャンペーン報道」の意義を探る
～NHK「ミドルエイジクライシス」キャンペーンを事例として～
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な可能性や展望を持ちうるのか，また課題は何
かについて考察することである。

本稿では，はじめに「キャンペーン報道」と
は何かについて一瞥したうえで（2章），「キャン
ペーン報道」がこれまでどのように議論され，
研究されてきたのかを概観する（3章）。そのう
えで，インターネットが普及し，メディア環境が
複雑化・多層化した現代社会における「キャン
ペーン報道」の持つ意義と可能性，課題につい
て具体例を挙げながら検討する（4章）。 

2．キャンペーン報道とは何か

「キャンペーン報道」とは何か。『マス・コミュ
ニケーション事典』で，香内三郎は，「キャンペ
イン」について，次のように述べている。

プレス・キャンペインのようにマス・メディ
アの活動形態の一つを意味する場合には，
特定の事実を暴露し，より一般的には，あ
る事実，ある意見に重点をおいた内容を一
定期間継続的・集中的に報道し，そのこと
によってある主張を伝播・浸透させる（目的
意識的な「世論」形成）運動を総称する1）。

キャンペーンについて体系的にまとめられた
専門書として唯一の広瀬英彦編『現代放送キャ
ンペーン論』（学文社，1987）で，広瀬は「何ら
かの形で相手に影響を及ぼす意図をもって行
う一種の説得的コミュニケーションである」とし
て，次の6つを提示している。

キャンペーンとは，①ある主体が，②ある
領域の問題について，③あるレベルの目標
を達成するために，④さまざまな手段によ

り，⑤ある構造をもって，⑥ある対象に対し
て，行う説得的なコミュニケーション活動で
ある。

広瀬は，ここで「キャンペーン」全般について
述べているのであって，このうちマス・メディア
が行うキャンペーンを細分化して，「プレス・キャ
ンペーン」「放送キャンペーン」に分類している。
そのうえで，マス・メディアを「手段として活用
する」キャンペーンとマス・メディア自体が自ら
の意思によりキャンペーンの主体となるケースに
仕分けしている。

そこで筆者なりの捉え方を示すと，本稿で取
り上げるのは，後者の「マス・メディア自らが主
体となる」キャンペーンである。

広瀬が掲げた「キャンペーン一般」のうち，
③の「あるレベルの目標を達成するために」とい
う点は，かつてNHKや民放が行った「ポリオ・
キャンペーン 2）」に見られるように，効果がすぐ
に出るケースもあるが，本来報道は，「社会に訴
える」ことが目標であり，その効果を想定して，
報道の目標を定めることは，現実問題として難
しいように思われる。つまり「議題設定」は出
来ても「政策決定」は別の次元の問題であるか
らだ。例えば，2010年1月からNHKが展開し
た「無縁社会キャンペーン」は，社会に「行旅死
亡人」（遺族との関係が分からない死亡者）の
存在や「無縁死」と言われる人たちが年間3万
人を超えている事実を社会に訴えることは出来
ても，「無縁死をなくす」という＜あるレベルの
目標を達成する＞ことには，結び付きにくい。

ここに「キャンペーン」と「キャンペーン報道
（プレス・キャンペーン）」との違いがある。つ
まり「商品キャンペーン」や「選挙キャンペーン」
のように，名を知らせることだけでは，「目標
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達成」には至らず，「商品を買ってもらう」「選挙
で投票してもらう」という果実を得られて初めて

「キャンペーン」の成果となる。しかし「キャン
ペーン報道」は，社会に訴えて世論を喚起する
ことにポイントが置かれている。

そこで改めて，「プレス・キャンペイン」につ
いて『マス・コミュニケーション事典』を見てみ
ると，岡安茂祐が次のように定義している。

マス・メディア（語の発生史からいえば新
聞）が，特定の社会的意見（事実）に賛成も
しくは反対する世論の形成をはかることを目
的として，その全機構を動員して一定期間継
続的・組織的に特定の事実を報道し，解説
し，論評し，これについての運動を組織す
ることをいう3）。

そこで私の捉え方も提示しておきたい。「キャ
ンペーン報道」の要諦は，社会に渦巻く矛盾や
不安，わだかまりを，一定期間，連続的に“報
道”することによって，社会に問題提起する，
つまりかつて新聞が「社会の木鐸」と言われた
存在だったのと同じように，「警鐘を鳴らす」と
いう意味合いが大きいように考える。決して「賛
成」「反対」に区分することがないテーマでも

「キャンペーン報道」によって社会に認知しても
らうことで，国民がどういう社会を目指すのか，
そのためにはどういう判断や行動を起こせばい
いのか，考えるきっかけを提示することになる。

3．「キャンペーン報道」は
　　　　　 どう論じられてきたか

「ジャーナリズム」「メディア」「マス・メディア」
「マス・コミュニケーション」関連書籍の目次や

索引を通して「キャンペーン報道」「プレス・キャ
ンペーン」の用語解説を探しても見つけ出すこと
が難しい。広い範疇にある「キャンペーン」に
おいてすらそうである。メディア用語の水先案
内的存在の『メディア用語を学ぶ人のために』

（世界思想社，2003）には，「戦時宣伝」の中
に，「広報キャンペーン」の語句が見えるだけ
で，項目としては出てこない。最新の『ジャー
ナリズム用語辞典』（国書刊行会，2009）でも，
目次や索引欄からは見つけ出せない。若手記
者たちのために書かれた『実践ジャーナリズム
読本』（中央公論新社，2002），『実践ジャーナ
リスト養成講座』（平凡社，2004），最新の『事
件の取材と報道　2012』（朝日新聞出版）でも，
｢調査報道｣の項で，「キャンペーン」の文字が
登場してくる程度で，「キャンペーン報道」の項
目は見つけ出せなかった。

ただ，早稲田大学ジャーナリズム大学院の講
義録『ジャーナリストの仕事』（早稲田大学出版
部，2007），『「個」としてのジャーナリスト』（同，
2008）には，「地域からの発信」「社会を変えた
キャンペーン報道」としてキャンペーン報道の具
体的事例を挙げている。最近（2012年）では，
烏谷昌幸が「戦後日本の原子力に関する社会
的認識―ジャーナリズム研究の視点から 4）」の
中で，1950年代～ 60年代の「原子力平和利用
キャンペーン」と「読売グループのキャンペーン」
の展開を各マス･メディアの反応と共に分析して
いる。こうした具体的事例の抽出とは別に，多
くの書籍に「○○キャンペーン」という用語とし
ては，しばしば登場する。例えば，原寿雄の

『ジャーナリズムの可能性』（岩波新書，2009）
では，「マスメディア内部でキャンペーン的に推
進されている，コンプライアンス（企業の法令
順守）」「自然保護キャンペーンを自作自演」「偽
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装請負のキャンペーン」「戦争検証キャンペーン」
「（多重債務者）その惨状を連載でキャンペー
ンする」「消費者金融の批判的キャンペーン」と
いったように，極めて自然に使われている。そ
れは，読者，視聴者，そして執筆者が「キャン
ペーン」という用語に，「あるテーマを，一定期
間連続的に話題や記事，ニュース，番組にした
もの」といった漠然とした共通認識を持ってい
るからだと思われる。
「キャンペーン報道」「プレス・キャンペーン」「放

送キャンペーン」という，いわゆる「マスメディ
ア・キャンペーン」についての研究が，体系的に
行われたのは，管見によれば1994年の『新聞
研究』の特集が最後である。

そこで，まず日本の「キャンペーン」研究はど
のように行われてきたのか，NDL-OPAC（国立
国会図書館蔵書検索）で日本の文献を調べて
みた。「キャンペーン」そのものは，「すべて　
6,115件」「本　2,994件」「記事，論文　2,807
件」に及ぶが，中味を見れば自治体や化粧品会
社，商業目的のキャンペーンがほとんどである。
ことほど左様に，「キャンペーン」は宣伝効果
が如実に表れる手法であることは想像に難くな
い。そこで「キャンペーン」同様，NDL-OPAC
で「プレス・キャンペーン」を検索すると，「すべ
て　22件」「本　2件」「記事・論文　17件」「デ
ジタル資料　4件 5）」となっていた。また同じ意
味で使われる「キャンペーン報道」は，「すべて
　19件」「本　3件」「記事・論文　15件」「デジ
タル資料　1件」，そして，今回考察の対象とし
た「放送キャンペーン」に至っては，「すべて　3
件」，うち2件が「本」，１件が「記事・論文」と
なっている。つまり「報道」を主体にしたキャン
ペーンに関する研究は，国内のものに限って言
えば，意外と少ないことが分かる。

しかも，「キャンペーン報道」をテーマにし
た書籍としては，朝日新聞社会部『公費天国
―告発キャンペーンの舞台裏』（朝日新聞社，
1979），それに広瀬英彦編『現代放送キャン
ペーン論』（学文社，1987）の2冊 6）である。
また日本新聞協会発行の『新聞の取材　下』

（1968）のなかで「キャンペーン」の章がある程
度である。そこで，NDL-OPACで検索した結
果をもとに，以下では，「キャンペーン報道」「プ
レス・キャンペーン」「放送キャンペーン」に関す
る先行研究や各書籍，論文を時系列にそって
整理しながら概観していきたい。対象となるの
は，文末の表にした8つの新聞・雑誌特集と1
冊の書籍である7）。

3-1.  戦後初期の「放送キャンペーン」と
　　　　　　　　  「キャンペーン報道」

放送キャンペーンの歴史は，1945年9月6日
の対日メディア政策の基本理念「日本降伏後に
おけるアメリカの初期の対日方針」で示されて
いるように，GHQ（連合国最高司令官総司令
部）傘下のCCD（民間検閲部隊）， CIE（民間
情報教育局）によって民主主義の思想や原理
を，マス・メディアを使って繰り返し伝えること
で，日本国民への浸透を図ろうとしたことに始
まる。1945年12月9日から始まったキャンペー
ン放送（以下，個別具体的なキャンペーン番組
やニュースを指す場合は，「キャンペーン放送」
と表記。キャンペーンの一種類として捉える場
合は，「放送キャンペーン」と表記する）が，『真
相はかうだ』が日曜日の夜8時から30 分間放
送された。しかし内容が事実を歪曲したもの
が多く，10回の放送で終了した。その後もラ
ジオを使った「キャンペーン放送」は繰り返さ
れ，「子どもたちの不良化防止」のキャンペーン・
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ドラマとして人気を博した作品に『鐘の鳴る丘』
がある。1947年7月からスタートし，50年12月
まで，3年6カ月，790回も続いた 8）。このよう
にGHQ時代には，政策の遂行とプロパガンダ
として，積極的にラジオが「キャンペーン放送」
に活用された。その後もNHKは「キャンペー
ン放送」に重点を置いて，1958年では年間4
万5,128件，月平均3,760 件ものキャンペーン
放送を行っていたという。内容的には，「交通
安全」「保健衛生」「社会福祉」を挙げているが，
今でいうところのインフォメーションに過ぎない
ものも「キャンペーン」の範疇に入っている。

一方，新聞を中心に，「物価値下げ」や「親
捜し」といった敗戦直後の混乱期を反映した
キャンペーンから，朝日新聞による埼玉県本庄
町の「暴力ボス追放キャンペーン」をはじめ，「暴
力団」を対象とした暴力追放キャンペーンは，
全国各地に波及していった。この他，「青少年
を守る」「公明選挙」と続き，1960年には，「岸
退陣，暴力排除，議会主義擁護」の全国的キャ
ンペーンが展開された。

しかし個別具体的事例はあっても，そこから
「キャンペーン報道」「プレス・キャンペーン」を
論じたものは，管見ながら見つけ出すことは出
来なかった 9）。

3-2.  1960 年代の「キャンペーン報道」論
『新聞協会報』（1962 年 4月～ 63年 12月）

「キャンペーン報道」にいち早く注目したのが，
『新聞協会報』で，1962年4月2日から1963年
12月10日まで62回にわたって毎号「プレスキャ
ンペーン」と題して，新聞草創期以来のキャン
ペーンの歴史を掲載した。いわゆる「メディア
史」であり「キャンペーン史」と言えるものだが，
その第1回に次のような記述がある。

日本の新聞も，ほぼ百年の歴史をかさね，
その間にかずかずのキャンペーンを記録し
た。成功した例もあれば，報復的に弾圧さ
れたものもある。しかし，キャンペーンが，
プレスのもっともプレスらしい活動分野である

（以下略）10）。

こうした認識が1960年代の記者たちの気概
でもあったことを窺い知ることが出来る。

『放送文化』（1962 年 10月号）

放送メディアの側からの問題提起や事例研
究が行われたのが，この「放送キャンペーン
特集」だった。そこには，「キャンペーン報道」

「プレス・キャンペーン」といった仕分けはなく，
「キャンペーン放送」という放送メディアの伝播
力に驚嘆し，その可能性を見い出そうとする働
きが顕著である。その象徴が，NHK，民放に
よる「ポリオ・キャンペーン」で，「キャンペーン
放送への期待」の座談会の中で，「ポリオ・キャ
ンペーン」の成果がかなりの紙面をとって語られ
ている。

しかし「キャンペーン報道」に対する論考と
しては，高橋徹の「キャンペイン放送の本質と
課題」が，視聴率第一主義に陥った娯楽第一
のメディア機構の内部に対して寄せられ，「無
気力・慣例主義・『陽気なロボット』化・すねた
沈黙・澱んだ不満」などという批判から脱却す
る方法として，「組織をして『復初運動』をとら
しめ，その成員に理念価値のもつ生気と言論
責任のもつ厳しさを取り戻す機会を与えるキャ
ンペインの意義を重視したいのだ 11）」と述べて
いる。

1962年の時点，つまりテレビ放送開始から
10年，「日米安保条約改定」をめぐる戦後最大
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の政治決戦から2年，「言論機関」の沈滞ムー
ドに対して，高橋は，「言論主体として独自のエ
ディトリアル活動を行いながら，自己確認を行
う」ことが，キャンペーン放送の本質と捉えてい
る。高橋の言うところの「キャンペイン」こそが，

「キャンペーン報道」であると考える。
このことは，高度経済成長の階段を駆け上が

り始めた日本で，政治の季節から経済の季節，
それは余暇やレジャーといった国民の生活意識
とも関連が深いように思われる。その惰眠を打
ち破るのが，ベトナム戦争報道であり，学園紛
争であり，公害問題であった。

『放送文化』（1965 年 7月号）

「キャンペーン」を取り上げるときに，しばし
ば引用される「近代型」と「現代型」について
述べられた「キャンペインの歴史―その成立と
問題点 12）」が掲載されている。

香内三郎はこの中で，「マスメディア・キャン
ペイン」を「古典的英雄時代」（＝「近代型」）と

「現代型」とに二分し，前者においては，「具体
的な『敵』『悪』がはっきり設定」されていて，「素
ぼくな正義感」に支えられ，「メディアの全機構
を動員」するも，「目標は大きく，目標を達成し
ないことが多かった」と指摘している。これに
対して「現代型」は，「敵が抽象化」して，ハッ
キリしないばかりか，メディア内部に敵が出てく
ることで「敵の見きわめが複雑」になり，「目標
が『大』→『小』」に下降して，「問題の等質性
が強く求められる」として，「対立のない（誰も
が反対はしない），無色な課題の矮小化がおこ
りやすい」と看破している。

また三浦昇の「放送局のキャンペイン認識」
の中で，当時のNHKのキャンペーンに対する
姿勢を窺うことが出来る。

「ベトナム戦争にNHKはなぜ戦争反対キャ
ンペーンをしないのか」という質問に前田義徳
会長はこう答えている。「放送は，諸国民の相
互理解に極めて有効な存在であるが，戦争に
直接関係のあるアピールは政治色が強く，む
しろ政治的な逆用を恐れねばならない」13）。

では，民放はどうなのだろうか。TBSラジオ
関係者の発言も掲載されている。

キャンペイン・テーマの発見はまったく困
難だ。民放として営業上の採算を度外視しえ
ない以上，暗い話題，反体制的な展開は極
力避けなければならない。加えて，受け手が
必要性をよく知っているテーマ，例えば交通
事故とか青少年非行は，悪くいえば世論をわ
かす新鮮性を欠いているし，無医村，公害
は局地的なテーマに陥りやすい。新鮮で訴
求力が強いテーマといえば豊富な取材力を背
景に捉えた社会現象ということになる14）。

「放送キャンペーン」の捉え方が漠然ではあ
るが認識出来る。公共放送としてのNHKとス
ポンサーがいるとはいえ，大多数の視聴者に
情報や番組を流している民放とも，放送法の下
で，「不偏・不党」を掲げる放送の性質上，政
治的主張を明確に打ち出さないという不文律が
垣間見える。「戦争反対」は，「不偏･不党」の
どこに抵触するのか，はなはだ疑問だが，政
府の意向と視聴者の反発とを比較衡量しての判
断と言えるかもしれない。

『新聞研究』（1967 年 1月号）

「新聞」の場合はどうであろうか。朝日新
聞，毎日新聞，讀賣新聞，サンケイ新聞の全
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国紙社会部長と次長らに高橋徹東大助教授
（当時）が加わった「新聞取材研究会」が「プ
レス・キャンペーン 15）」をテーマにした座談会
を行っている。その中で，現状を「キャンペー
ン過剰時代」と捉え，その理由として，①新
聞は社会の公器，②反体制的な性格，③活
字メディアの特性を伸ばす一つの方法として選
択，④新聞のページ数増加によって必要，⑤
社内的意識統一を行う必要に迫られる，と提
示をしている。

その上で，「なぜ満足すべき成果をあげえな
いのか」として，①取材上の制約，限界，②
客観報道とのかね合い，③担当記者たちの意
識統一の難しさを挙げている。それぞれの理
由に，
① �「一般常識」と言われることでも，裏付け

取材の難しさ，キャンペーンの威力をそが
れる。

② �キャンペーンには，はっきりした敵がいるの
に，客観報道のため，相手の言い分を掲載
すると，読者は判断を迷い，キャンペーンの
意味がそがれる。

③ �各部からの混成チームの場合，そのチーム
ワークが難しい。

などを掲げているが，「現在もキャンペーンは新
聞の主役であり，一定時間経つと消滅する」と
して「キャンペーンの歴史はくり返さねばならな
い」と結論付けている。

60年代から70年初め（1971年の『新聞研究』
で特集）にかけて，「キャンペーン報道」が，特
集として，しばしば取り上げられるのは，「ポリ
オ・キャンペーン」や「黄色い血追放キャンペー
ン16）」という社会を動かす歴史的なキャンペーン
を成功させたことによると推測出来る。

3-3.  1970 年代の「キャンペーン報道」論
『新聞研究』（1971 年 4月号）

1970年代に「キャンペーン報道」が取り上げ
られたのは，この雑誌が唯一であった。「プレ
ス・キャンペーンの今日的意義を探る」と題して，
取材報道体制や機能と課題，放送の視点など
多岐にわたっている。

このうち「都市化状況にいかに対応するか」
と題する，松下圭一（法政大学教授・当時）と
朝日新聞編集局の木谷忠次長との対談で松下
は次のように述べて，キャンペーン報道の取材
体制の見直しについて言及している。

新しいニュースの発生源という形で市民が
登場する。それに伴って取材体制も変えなく
てはならない。都市問題，自治体問題，物
価問題，公害問題に関連するような領域のと
ころに取材体制が整備されないかぎり，失
礼な言い方になりますが，キャンペーンになっ
てしまうのじゃないですか17）。

松下は，（“サツ回り”中心の）伝統的な意
味の社会部的な養成をされてきた新聞記者で
は，上記のような問題に的確に対処できない
のでは，との危惧を述べ，その道の専門記者
を育てるべきだと指摘している。これに対して
木谷は，キャンペーンは「ある期間だけ，どの
ように力を入れてやっても，それだけでは効果
は少ない」ので，「やはり新聞記者の質の問題
にいくと思うのです」と応じている。だが，こ
こでの対談は，テーマが「キャンペーン」に絞
り込まれていないため，2人の話が嚙み合わず
木に竹を接ぐような展開になっている。

同誌の「放送キャンペーンの視点」では，
NHK報道局の田沼修二次長が，「70 年代の
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キャンペーン」について次のように予測してい
る。

合意の成立しがたい問題に対して，七〇
年代の放送によるキャンペーンの方法論は，
まず何よりも事実関係をブラウン管を通して
明確に提示し，共通の認識をひき出す努力
から始めなければなるまい。七〇年代はマ
ルチ・チャンネル・ソサエティーという言葉に
象徴されるように，価値観が多元化し，人々
はそれぞれの価値の信仰に固執し，合意へ
の道は遠い18）。

1970年を挟んで社会は価値の多様化がすす
み，一つの番組を家族みんなで見る時代が，
次第に変わり始める。「紅白歌合戦」の視聴率
が，1963年に81.4％を記録した後，次第に下
降し始めるのも，核家族化や生活様式の変化
によるもので，田沼の指摘ならずとも，誰もが
認識していたことでもある。

このほか，「プレス・キャンペーンの取材・報
道体制を考える」で，サンケイ新聞東京本社編
集局の曾我興三次長は，キャンペーンとは，「社
会悪あるいは社会的ひずみをつくり出している
本体」を倒すか変更させる「目的をかかげて行
われる連続的な攻撃，運動」と，香内が指摘
した「近代型」キャンペーンを掲げている。曾
我は具体的な事例を挙げて分析しているが，問
題点や課題についても1967年の「新聞取材研
究会」の総括とそれほどの違いはない。ベトナ
ム戦争の泥沼化，学園紛争，70年安保と政治
の季節を見据えながらもマス・メディア自体が変
わろうとしなかった証左かもしれない。しかし，
この後の70年代の「公害報道」や「住民運動」
への「キャンペーン報道」の有無や取り組みに

ついては，その後，検証されていないように思
われる。

それとは別に，キャンペーンとして目を引いた
のが，1978年8月，日本テレビは開局25周年
を記念して行われた，「24時間テレビ―愛は地
球を救う」チャリティー・キャンペーンで，30数
年前としては破格の12億円近い募金を集めて
いる。NHKが歳末助け合い運動を展開するの
と相通じるキャンペーンだが，「キャンペーン報
道」とは，異質のものである。

3-4.  1980 年代の「キャンペーン報道」論
『新聞研究』（1981 年 5月号）

「ポリオ・キャンペーン」「黄色い血追放キャン
ペーン」と並んで，戦後のキャンペーンの中で，
注目される一つがTBSの「ベビーホテル・キャ
ンペーン19）」である。社会的に「キャンペーン報
道」の重要さを再認識させたその経緯が，「ベ
ビーホテル・キャンペーンの輪が広がっていった」
と題して，報道を担った堂本暁子（TBS・当時）
によって寄稿されている。

『月刊民放』（1981 年 10月号）

「特集・放送キャンペーン考」を組んでいる。
これまで「キャンペーン」について反応が見られ
なかった民放が，先の日本テレビ「24時間テレ
ビ」チャリティー・キャンペーンやTBSの「ベビー
ホテル・キャンペーン」で勢いづいたとも言える。

この中で，広瀬英彦は，「放送キャンペーン
をめぐる微妙な問題」として，キャンペーン番
組と一般ニュース報道との間の，区別ないし関
係の問題を指摘している。

イベント色の強い，大衆説得型キャンペー
ンが，ニュース報道とまぎれる恐れはない。
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ところが，事実の提供によって人々の認識
構造に働きかけるキャンペーンは，一般の
ニュース報道と一種の入り組み現象を起こし
ている面がある20）。

これは，キャンペーンが，ニュース番組，解
説，ドキュメンタリー，イベント番組など，他
の番組との境界線が限りなくぼやけてゆき，「最
終的にキャンペーンをキャンペーンたらしめてい
るのは，主体者の意思，あるいは志の問題」
であることを示唆している。そのうえで，香内
が掲げた「近代型」「現代型」とを合わせて，「止
揚する立場を進めた新しい放送キャンペーンの
姿を追究するところに，放送の将来にかかわる
大きな課題がある」と結論付けている。

この特集の中で目を引くのは，竹下俊郎（東
京大学新聞研究所助手・当時）の「放送キャン
ペーンの類型化―その性格づけに関するチェッ
ク・ポイント」である。

竹下は，キャンペーンが「元来の政治領域か
ら商業領域にこの語が浸透するに及んで，キャ
ンペーン主体が対処すべき問題状況の意味内
容が分岐し，多様化している」として，香内が
指摘したように，キャンペーンの意味が，「開け
た土地」→「戦闘」→「特定のイシューを対象と
して行われる民主主義運動」へと歴史的に変遷
したことも考慮して，類型化を考えるべきだと
述べている。そのうえで，「放送キャンペーン」
への取り組みを①ジャーナリズム型アプローチ，
②企業PR型アプローチ，の2種類の傾向ない
しタイプがあると指摘している。さらに第二の
基準として，キャンペーン主体が，目標とすると
ころの，受け手の個人的次元における効果の
タイプとして，以下の3つを設定している。その
概要は次の通りである。

①認知型：�キャンペーンのテーマになっている
問題の知識増大，認識の形成・変化。
浅い認知への効果は期待できるが，
深い認知や短期間の急激な効果は
あまり期待できない

②態度型：�問題に対する賛否の感情の形成・
変化。情緒的訴求力の強いテレビは，
新しく提示された問題をすでに情緒
的評価が定まっているシンボルと関
連づけて，態度形成・変化をもたら
すことが多い

③行動型：��外的行動の喚起を効果の指標とする。
「認知的効果」「態度的効果」と必
ずしも連結せず，動機はどうであれ，
参加した行為がキャンペーンの本来
の趣旨への関心を高める契機となる
場合もある

この指摘は，その後の放送キャンペーンの
展開を見ていくうえで，極めて重要である。こ
うした論考を中心にまとめたり，さらに詳細に
発展させたりしたのが，広瀬編『現代放送キャ
ンペーン論』（学文社，1987）である。ここで，

「キャンペーン報道」に言及しているのは，第一
章の「放送キャンペーンとは何か」と第六章に
見られる「放送キャンペーンの変遷―日本にお
ける歴史と現状」である。さらに今後の展開と
して注目するのは，第七章の「研究と課題」で
指摘するように「放送メディアキャンペーンの公
共的立場から，大半が社会公共的問題を扱っ
ている」として，「政治的問題を扱うことが少
なくなっているのも事実である」との認識であ
る。さらに「放送キャンペーンが，その時代の
社会問題をめぐって行われていることを考える
とその効果を，社会的，文化的文脈の中で確



11MAY 2012

定することが重要である」との指摘は，21世紀
の「キャンペーン報道」を検証していくうえでも
重要だと認識している。

3-5.  1990 年代の「キャンペーン報道」論
『新聞研究』（1994 年 12月号）

これまでの『放送文化』『新聞研究』『月刊民
放』誌上で展開された「プレス・キャンペーン」

「放送キャンペーン」が，その歴史に始まって，
マス・メディアが持つキャンペーン効果について
力点が置かれ，ジャーナリズムの機能との関係
性については，希薄のように思われた。その点，
この特集はのっけから「けんかこそジャーナリ
ズムの花」と挑戦的である。稲葉三千男（東大
名誉教授・執筆当時は東久留米市長）は明確
に次のように断じている。

キャンペーンとは，言葉をもってするジャー
ナリズムの戦争，戦闘，けんかである。（中
略）もっともキャンペーンらしいキャンペーン
はといえば，社会に根強く広がっている良
識，偏見，多数派世論への挑戦である。

まさにキャンペーンにおける「ジャーナリズム」
の意義に焦点を当てている。稲葉は続ける。

ジャーナリストよ，君が一匹狼であるな
ら，君の総力をキャンペーンに捧げよ！命を
賭けて悔いのないキャンペーンのテーマの発
見に，全力を傾けよ！決して時流に流されず，
時流と戦え！

キャンペーン報道の醍醐味は，まさにこの言
葉に言いつくされているのでは，あるまいか。

　

3-6.  2000 年代の
　　　　  「双方向型キャンペーン報道」

これまで「プレス・キャンペーン」「放送キャ
ンペーン」「キャンペーン報道」に関する論考を
見てきたが，すでにその歴史，分類，効果，
実態について，ほとんど網羅的に明らかにさ
れている。この17年間に新たな「キャンペーン」
に関する論考を見い出せない理由も「論じ尽く
された」感があるためとも言えよう。

しかし『現代放送キャンペーン論』が上梓さ
れた時代には，当然のことながらインターネッ
トそのものが存在せず，その反響や社会的影
響を何で推し量るのか難しかった。具体的事
例を数字で示せるケースとして，例えば「ポ
リオ・キャンペーン」に見られるワクチン接種
と患者の激減や「交通安全キャンペーン」で
の死亡事故の減少などが挙げられよう。しか
し，その効果や反響を認識するには時間を要
した。また，投書という形での反響を読みと
ることも可能ではあったが，タイムラグは否め
なかった。ところが，いまやインターネットに
よる読者・視聴者からの反応によって，すぐ
さまニュースや番組に反映させることが出来る
状況である。このことは，「キャンペーン報道」
の在り方，展開の仕方にも大きな変化を見せ
始めている。番組を見て「私はこう思う」では
なくて，「私の実態はこうだから取材を受けて
もいい」という反応がある。そこでは，「送り
手」「受け手」の「双方向型キャンペーン」の成
立を可能にした。

その典型的な事例をNHKの「ミドルエイジ
クライシス」（2010 年9月～ 2011年3月）に見る
ことが出来る。
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4． 「ミドルエイジクライシス」
　　　　　　　　  キャンペーン

ミドルエイジ―現代の30代，40代，いわゆ
る中年層が直面している様々なクライシス―危
機を掘り下げていくのが，このキャンペーンの
目的である。ひとくちに「危機」といっても，人
によって受け止め方は千差万別で，しかも男女
によっても，その危機意識は変わってくる。そ
こでキャンペーンでは，第１シリーズ「30代　
ひずみ世代の今」，第２シリーズ「女性たち　
ゆれる生き方」，第3シリーズ「あすへの模索」，
第4シリーズ「産みたい　育てたい」，第5シリー
ズ「新たな一歩へ」を2010年9月13日から2011
年3月10日まで関東甲信越（東京，埼玉，神
奈川，千葉，茨城，群馬，栃木，長野，新潟，
山梨の１都９県）を中心に放送した。

第1シリーズの「30代　ひずみ世代の今」では，
『おはよう首都圏』（午前7時45分～ 8時）で，就
職氷河期に社会に出て，今も定職に就けない30
代を支援する就労支援センターを紹介し，夕方6
時10分から7時までの『首都圏ネットワーク』で
は，就職が難しく，親の年金を頼りに暮らす30
代を取り上げた。さらに『特報首都圏』（金曜日・
午後7時半～ 7時55分）で，「“自信が持てない”
就職氷河期世代のいま」と，毎日のように時間
帯を横断しながら，それぞれの斬り口で9月13
日（月）から25日（土）まで15回放送した。以後
も同様に，5回のシリーズを通して63回にわたっ
てキャンペーンを展開させている。そればかりか，
73分のスペシャル番組やラジオ放送の『NHK
ジャーナル』でも放送するなど，総合，衛星，ラ
ジオの3波を駆使したキャンペーンでもあった。

この「キャンペーン報道」の特徴は，インター
ネット時代を反映した「双方向型キャンペーン

報道」と言える点である。2000年代以降，イン
ターネットや携帯電話の普及，メディアのデジ
タル化の進展を背景に，メディア環境は以前と
は比較にならないほど複雑化・多層化し，それ
に伴って読者・視聴者のメディア接触行動，情
報行動も急速に変容してきた。その結果，「キャ
ンペーン報道」の存在意義や方法論も大きく変
化せざるを得なくなっている。こうした現状を
踏まえた展開を「ミドルエイジクライシス」に見
ることが出来る。そこで，方法論を後追いする
形で検証してみたい。

4-1.  放送前の準備
首都圏センターでは，実験的とも言える仕掛

けを放送前に準備した。8月18日～ 8月31日に
「NHKネットクラブ」（NHKのインターネット会
員サービス・無料）を活用したアンケートの実施
である。

アンケートの内容は次の通りだ。
① �「自分がこの世代に生まれて損をした」と

感じることがありますか？
② �どんなことが「損をした」と感じる部分で

すか？
③ �もし，生まれ変わるとしたら，何年ころに

生まれたかったと思いますか。
④ �あなたがいま抱えている悩みは何ですか？
⑤ �子どものころ，どんな 30 代，あるいは 40

代を送るようになると想像していましたか？
そして，それは実現できていますか？

⑥ �あなたは，また，あなたのご家族は，20 年後，
どのような生活をしていると思いますか？

この「30 ～ 40代の今」アンケートの回答数
は，1,888件に上り，このうち30代は，882件
と47％を占めた。この結果とすでに首都圏各局
のプロデューサー，ディレクター，記者たちか
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ら提出された個別テーマとを按配しながら，各
回の重点項目を決めていった。

そのうえで，キャンペーンが開始される9月13
日（月）の前週，10日の深夜にキャンペーン報
道専用のホームページ（「ミドルエイジクライシ
ス」）を立ち上げ，そこには「アンケート」で30
代に聞いた「損をしていると感じるか」の回答内
容を紹介するとともに，実際にアンケートに回
答した視聴者の中から2人を取材し，企画の中
で登場させている。

4-2.  放送開始とホームページ展開
9月13日の企画がスタートすると視聴者の反

応は，ホームページに集中した。アクセスの内
訳を右のグラフで見てみる。第1回のシリーズ
終盤の9月24日午後6時の時点で，アクセス数
は8万ページビュー（ホームページ閲覧）を突
破した。あわせて「他人事とは思えない」「イ
ンターネットで動画を見た」「全国放送でやって
ほしい」といった内容の250 件を超すメールが
寄せられた。またこうした反響には，これまで
は，「匿名者」が多いのが特徴だが，半数近く
がメールアドレスを記載するという変化があり，
フィードバックして第2回以降の「キャンペーン」
の素材に加わっていった。

この結果，メールの71％が30代，20％が40
代と実に91％が「ミドルエイジ」からの反応で，
予備軍である20代を加えると，この世代にとっ
ていかに深刻なテーマであったかが窺われる。

第1回のシリーズが終わった時点で，これだ
けの反響があったが，シリーズ最終回の時点で
は，約25万回の動画再生，40万ページビュー，
さらに1,500件を超えるメールが寄せられた。
しかも80％余りが「ミドルエイジ」という結果が
出ている。

番組を担当した小形修一（現・編成局計画管
理部副部長）は，こうした展開について次のよ
うに語っている。
「最初からキャンペーンという考えで始めたの

で，必ずネットで反応が書きこまれると予想しま
した。それなら，こちらでホームページを立ち
上げてそこで意見を収集すれば，その後のキャ
ンペーンにも参考になると予想したのです」

4-3.  インターネット時代の「キャンペーン報道」
「ミドルエイジクライシス」は，まさにインター

ネットを意識した「キャンペーン報道」であった。
成功の要素として3つを挙げることが出来る。

① �インターネットを使っての事前アンケートで
視聴者の意識を探る

年齢別

地域別

男女別

70代
60代
50代
40代

30代
71%

50代  3%
60代  2%

20代  3%

40代
20% 20代

～10代

その他
その他

新潟
長野
栃木
群馬
茨城
千葉
神奈川
埼玉

東京
32%

15%

神奈川
17%千葉 16%

茨城 2%
群馬 2%

栃木 2%
長野 1%
新潟 1%

埼玉  12%

男性
63%

女性
37%
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② �ホームページを立ち上げることで，反応を
摑み取る

③ �ホームページに寄せられた声をシリーズに
生かし放送でも紹介する

「インターネット→放送→インターネット→放
送を展開させるキャンペーン」（前出・小形）であ
り，まさに「双方向型キャンペーン報道」と捉
えることが出来る。

これまで見てきた，1990 年代までの「キャ
ンペーン報道」は，投書などの反響はあったに
せよ，それをキャンペーンに生かしていくケー
スは稀であったように思われる。しかし，21
世紀の今日，放送と同時進行で「書き込み」
が行われる時代である。放送や報道が一方通
行の時代は，終焉を迎えたと言って間違いは
ないだろう。

ここで重要な要素を再認識する必要がある。
それは，「インターネットを駆使した」という新し
さばかりではない。コンテンツに視聴者の意識
を組入れるという「議題設定」の初期段階から
の対応の処し方とともに，記者，ディレクター，
アナウンサー，視聴者の「問題意識」が，キャ
ンペーンに生かされている点である。

5．おわりに

戦後のキャンペーンの歴史を顧みると，何か
問題が起きると「とにかくキャンペーンでやろう
…」といえば企画が成立した傾向を見ることが
出来る。竹下俊郎の「放送キャンペーンの類型
化 21）」の中で，「『NHK年鑑』（1980年版）では，
編成上，キャンペーン番組と命名されたテレビ・
ラジオの番組は（79年度分）が約600本ほど
挙げられ」ていることを紹介している。その後
1996年版を最後に「キャンペーン」の記述は消

えているが，「キャンペーン」の色彩が濃い企画
や番組が多いことはすでに述べた。

しかし，テレビや新聞といった既存メディア
の社会的影響力が，相対的に縮小傾向にある
中で，その存在を提示する手法として，今一度

「キャンペーン報道」を認識し直す時期に来て
いるように思われる。大胆な言い方をすれば，
これまでの「キャンペーン報道」の中には，時折

「中立，公正，公平，不偏不党」に名を借りた
客観主義，いや傍観主義的要素が垣間見られ
るものもあった。それが「とにかくキャンペーン」
に反映されていたように筆者には感じられる。

そこで今後の「キャンペーン報道」の在り方，
捉え方を筆者なりに提示して終わりとしたい。
それは，「キャンペーン・ジャーナリズム」の提
唱である。そこには，ジャーナリズムの機能と
いえる「権力監視」「環境監視」「論議の場の設
定」といった数々の要素が含まれているし，マ
ス･メディア，いやジャーナリストの立場・立脚
点をより明確にし，主張の実現を目指す主体性
を前面に打ち出すキャンペーンである。

それは現在も連載中である朝日新聞特別報
道部の「プロメテウスの罠」に見ることが出来る
だろうし，これまでの「キャンペーン報道」の中
にも幾つも見られるのかもしれない。また日本
テレビの元ディレクター木下黄太が，福島原発
事故以降，講演会とインターネットの「ブログ」
で展開している「放射性物質の恐怖キャンペー
ン」という新たな「インターネット・ジャーナリズ
ム」という手法にも，その可能性を見ることが
出来る。

こうした問題意識に立って，いまだ空白のまま
である「戦後キャンペーン報道の歴史とその社
会的展開」について，以後も考察していきたい。

（おまた いっぺい）
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注：
1）南博監修『マス・コミュニケーション事典』学

藝書林，1971，PP.153-154
2）ポリオ・キャンペーン：1960 年，北海道の夕

張市で発生した小児マヒによって，62 年まで
の 3 年間で，8,331 人が罹病し，552 人が死亡
した。61 年 4 月から NHK では「本日発生」「本
日死亡」などの全国調査を行い，「ポリオ発生
状況」を放送したことから，これまで医薬品と
して認められなかった「生ワクチン」を緊急輸
入した。これによってポリオは下火となる。

3）前掲，PP.615-616
4）大石裕編著『戦後日本のメディアと市民意識

―「大きな物語」の変容』（ミネルヴァ書房，
2012）第 6 章 PP.189-198

5）デジタル資料は，同じものが 2 件列記されてい
てこの数字だと「すべて」は，23 件でないと
数字が合わない。誤植と思われる。

6）表題に「キャンペーン」とついた糸川精一の
『選挙戦と大衆キャンペーン』（時事通信社，
1973）があるが，選挙戦について論じたもの
である。

7）この他，「メディア史」の観点から『講座　
現代ジャーナリズム　１歴史』（時事通信社，
1974）で香内三郎が「万朝報」のキャンペー
ンを，内川芳美・新井直之編『日本のジャー
ナリズム』（有斐閣，1983）で，有山輝雄が「キャ
ンペイン・ジャーナリズムの時代」として日
露戦争前後や藩閥攻撃のキャンペーンについ
て論述したりしている。また山本武利が『新
聞記者の誕生』（新曜社，1990）で，毎日新聞
社長の島田三郎が足尾銅山事件や選挙権拡張
問題などの一大キャンペーンを展開したこと
に言及している。さらに佐々木隆が，『メディ
アと権力』（中央公論新社，1999）「2　スキャ
ンダルとキャンペーン」の章で，「ノルマント
ル号事件」や「森有礼，内村鑑三の不敬事件」

「相馬事件」のキャンペーン報道を論じている。
また 1962 年 4 月から『新聞協会報』に連載さ
れた「プレスキャンペーン」のコラムも明治
以降のキャンペーン史である。こうした戦前
の歴史的事例や『新聞研究』に掲載された「キャ
ンペーン史」について，現代日本における「キャ
ンペーン報道の今日的意義」という視点から
参考にした。

8）NHK『20 世紀放送史　上』NHK 出版，2001，
PP.224-225，P.244

9）1948 年に起きた朝日新聞の暴力追放キャンペー

ンをベースにした，『本庄事件』が 2009 年日本
経済評論社から復刻出版されている。

10）「プレスキャンペーン　もっとも印象的に表現
　プレスの本質的活動を」『新聞協会報』1962
年 4 月 2 日第 1534 号 1 面コラム

11）高橋徹『放送文化』NHK，1962 年 10 月号，P.9
12）香内三郎「キャンペインの歴史―その成立と問

題点」『放送文化』NHK 出版，1965 年 7 月号，
PP.2-3

13）三浦昇『放送文化』NHK 出版，1965 年 7 月号，
P.10

14）同上，P.11
15）『新聞研究』1967 年 1 月号，PP.54-62
16）黄色い血追放キャンペーン：1950 年代から 60

年代にかけて，日本の輸血用血液は，そのほと
んどを「売血」による民間の血液銀行に負う
ていた。しかし，「売血」によって肝炎ウイル
スに汚染された血液が横行していた。1964 年，
こうした実態を抉った讀賣新聞の「黄色い血追
放キャンペーン」は大きな反響を呼び，献血事
業の改善につながった。

17）『新聞研究』1971 年 4 月号，P.12
18）同上，PP.45-46
19）ベビーホテル・キャンペーン：1980 年から 1

年にわたって TBS が放送した。子どもの荷物
預かり所ともいえる悲惨な託児所の実態を暴い
たキャンペーンは，国会でも問題になり，厚生
省を動かす結果となった。

20）『月刊民放』1981 年 10 月号，P.12
21）同上，P23
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放送・新聞キャンペーン関連雑誌・書籍

年 書籍・雑誌 特集・表題 執筆者

1962 年 新聞協会報（4月
2日〜1963年12月
10日）

プレスキャンペーン第 1 回～ 62 回

1963 年 明治～昭和の輸血キャンペーンまで

1962 年 放送文化 10 月号 キャンペイン放送
①キャンペイン放送の本質と課題 高橋　徹

②キャンペイン放送と世論の交流 島田一男
③座談会　キャンペイン放送への期待
（大浜英子，反町正喜，青木幸治）

④アメリカのキャンペイン放送 碧川宗伝

1965 年 放送文化 7 月号 放送キャンペインをさぐる

①キャンペインの歴史 香内三郎

②キャンペインの社会心理学 辻村　明

③放送局のキャンペイン認識 三浦　昇

④＜事例研究＞キャンペーンの現実＝ポリオと交通事故防止 編集部
⑤＜座談会＞放送キャンペーンの現状と課題
（南博，高橋太一郎，武富　明）

1967 年 新聞研究 1 月号 取材の研究
①プレス・キャンペーン新聞取材研究会
（伊藤牧夫・稲野治兵衛・辻本芳雄・青木　彰・高橋　徹）

②プレス・キャンペーン史（日本編） 編集部

③プレス・キャンペーン史（欧米編） 編集部

1971 年 新聞研究 4 月号 プレス・キャンペーンの今日的意義を探る
① [ 対談 ] 都市化状況にいかに対応するか
（松下圭一・木谷　忠）

②プレス・キャンペーンの取材・報道体制を考える 曾我興三

③地方選挙の争点と報道

マクロ的視野と地域性の追求と 辻本芳雄

住民が“主役”の選挙報道とは 坪川常春

愛媛県知事選報道をかえりみて 杉本敏男

④新聞の世論調査・その現状と問題点 林知己夫

⑤放送キャンペーンの視点 田沼修二

⑥米国新聞界にキャンペーンの原型を探る 大前正臣
⑦（座談会）キャンペーンの機能と課題
（辻村　明・鳴海正泰・谷畑良三・司会：山田年栄）

1981 年 新聞研究 5 月号 ベビーホテル・キャンペーンの輪が広がっていった 堂本暁子
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年 書籍・雑誌 特集・表題 執筆者

1981 年 月刊民放 10 月号 放送キャンペーン考

①問われる局の意思と創意 広瀬英彦

②現場からみた“課題”―各種キャンペーンを実施して―
ⅰ“ともに生きる”呼びかけを
　　　　　「まり子のチャリティ・テレソン」の場合 三好　仁

ⅱ交通安全キャンペーン
　気負わず，正確なボディーブローを　東海ラジオの場合 矢橋　昇

ⅲ環境保護キャンペーン
　反応を把握してこそ前進が「ラブリバー最上川」の場合― 松木鉦祐

ⅳ報道キャンペーン
　日常の些事にも鋭い感覚で「ベビーホテル」の場合 三好和昭

③放送キャンペーンの類型化
　　　　　その性格づけに関するチェック・ポイント 竹下俊郎

1987 年 現代放送キャンペーン論　　　学文社 広瀬英彦編

第一章　放送キャンペーンとは何か 広瀬英彦

第二章　マスメディア・キャンペーンの効果 竹下俊郎

第三章　放送キャンペーンの内容と構造 広井　脩

第四章　放送キャンペーン効果の形成過程 水野博介

第五章　「24 時間テレビ」の効果分析 三上俊治
第六章　放送キャンペーンの変遷
　　　　　　　　　―日本における歴史と現状― 波賀　稔

第七章　おわりに―放送キャンペーン研究の課題― 川本　勝

1994 年 新聞研究 12 月号 現代社会とキャンペーン報道

①けんかこそジャーナリズムの花 稲葉三千男

②新聞にキャンペーンは不可欠 青木　彰

③新聞が元気を取り戻すために 木村卓而

④勇気を出して立ち向かえ 今中　亘

⑤テレビにおけるキャンペーン 広瀬英彦

⑥読者の声を集結する核として　―連載企画「神田川」　 渡辺伸寿

新聞報道が弾みに 西　利夫

⑦地域づくりに全社で取り組む　「福岡キャンペーン」の試み 指出昭洋
⑧反省から始まった防災企画
　　　　　　　―「‘93 夏　鹿児島風水害」キャンペーン 北元静也

⑨求められる堅実な調査報道 岩井　信
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（各誌の特集から小俣作成）

この他，『調研室報』『朝日総研リポート』『朝日総研リポート AIR21』『月刊ジャーナリズム』（朝日新聞社，朝日新聞出版）
の全巻，『月刊民放』（民放連）『放送研究と調査』『放送文化』（NHK 出版）の 1995 年以降を調べてみたが，「キャンペーン」
特集は掲載されていなかった。


